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1. 概要 

本研究は、COI-NEXT炭素耕作によるカーボンネガティブ社

会の実現を目指す拠点構築事業において、図1に示す課題5の

社会的受容性の評価手法を開発する。 

化石資源の利用により大気中に放出された膨大な二酸化炭

素を吸収できるのは光合成しかない。しかし、農業や林業な

どの光合成で固定される炭素は一部しか有効に利用されず、

ほとんどは呼吸や燃焼により再び大気中に放出されている。

本拠点では、固定された炭素を有効に利用・貯留すること

で、化石資源の利用を削減するとともに、大気中の二酸化炭

素を吸収することを炭素耕作と位置づけている。 

 
図1 プロジェクト構成図 
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2. 実施内容 

① 地域の持続性を左右する制約条件の明確化 

2024年度は、炭素耕作社会を実現すべく、その技術要素が革

新的技術として地域社会への実装が可能であるかを検討し、そ

の技術の社会受容性を向上させる要素として、地域の持続性を

左右する制約条件の明確化を行った。 

 
図2 社会的受容性の評価手法開発における実施内容 

 

a) 実装に向けた技術評価分析 

拠点内の技術開発チームとの議論の中で、地域資源の状況と

研究開発されたバイオマス利活用技術の事業フェーズの規模感

が課題によってばらつきがあり、実装の具体像が明らかとなっ

ていなかった。本年度の研究においては、技術開発要素の実装

に必要なバイオマスポテンシャルの検討、研究開発シーズごと

に異なる炭素耕作の資源循環フレームのサイズを、技術要素ご

との研究者アンケートにより明らかにした。これに加えて、実

装に向けた技術成熟度評価指標TRLと社会的成熟度評価指標SRL

による分析で整理を行い、技術開発課題ごとの仮説モデルを構

築した。このデータは、研究者毎の主観的な評価ではあるが、

課題毎の実装の捉え方に一定程度の傾向が見られた点で有用で

あった。 

 ｂ）実装に向けた制度的制約分析 

本年度は、これまで既存の研究文献のレビューや企業等の参

画機関へのヒアリングを通じて、木質バイオマス、プラスチッ

ク素材などの地上資源の循環の実状と課題を明確にしてきた。

特に本研究チームは、国外論文の検討なども踏まえ、制度的制

約条件を明確にし、本拠点の実装モデル構築上の課題を明らか

にした。 

具体的には、1）再生可能エネルギーとしての木質バイオマ

スの利活用を次世代型として提案すること、そして2）木質バ

イオマスを中心としたバイオマス由来のプラスチックの有効利

用について提案することの2つを目的として分析を行った。分

析対象は2012年以降の日本の木質バイオマス発電を対象とした

81本の論文であり、燃料供給、GHG排出量・排出削減量、地域

への影響の3つの課題に着目し、いずれかに言及のあった36本

を分析した。 

これらの分析から、GHG排出量・排出削減量では燃焼時の排

出量の扱いによってGHG排出量・排出削減量の算定方法及び結

果が異なっており、木質バイオマスのカーボンニュートラリテ

ィに関する議論の決着やカーボンニュートラルの成立条件の整

理が急がれる。 

また、木質バイオマス利用は持続可能な社会の構築へ貢献す

る場合もあるが、課題も存在することから、多面的な視点から

サプライチェーンと木質バイオマス利用のあり方を検討する必

要があることを整理した。これらに基づき、具体的な価値マネ

ジメントが伴う社会実装につなげることを検討していく。 

 

② 炭素耕作社会のモデル構築 

2024年度は、その一つのモデルとして、世界自然遺産の西表

島においての自然米の生産から、隣接離島での泡盛造りを実践

し、あわせて流通小売と協働した販売体制の構築に取り組ん

だ。沖縄の離島における限られた空間と資源の中での資源循環

の構築を通じて、炭素耕作社会の意義と技術要件を明確にする

とともに、環境と調和した生産・消費・廃棄（再資源化）など

の連携を実践しようというものである。 

当初は、資源が限定された離島においては、資源循環が容易

に可視化され、炭素耕作社会のモデルをつくりやすいという想

定であった。しかし、改めて実装の取り組みを行う中で、資源

循環の課題が明確となった。特に、社会的隘路（制度的制約、

経済的制約）が確認された。元来、離島内に閉じた生産や消費

であった資源循環が、容易な島外との物流の発生と原料の島外

資源への依存（肥料や農業資材、燃料など）、もしくはバイオ

マス生産とそれを活用した島外における加工生産が生じること

で、2次産業の残渣が1次産業に還元されないなどの課題を生ん

でいることが明確になった。これは、社会の成熟と共に生産体

制の効率化、大規模輸送による物流の拡大、そして消費流通の

発達などによる副産物といえる。 

3. 総括 

バイオマス利活用技術の社会実装においては、技術開発がバ

イオマス生産から利用（カスケード利用を含む）、廃棄まで一

貫した技術の開発が求められる。大型研究ではその技術の一貫

したデザインが不可欠であるのに、現状ではこれが難しいとい

う実態がある。また、これを推進する社会制度が明確な価値観

を提示できれば、利活用が推進されるであろうが、制度面でも

一貫した価値マネジメントが行われていない。 

本研究では、そうしたバイオマス利活用の課題に、社会との

対話を通じた制度改革や地域の仕組みづくり、あるいは「泡

盛」のように具体的な新しい価値創出を通じた経済的なアプロ

ーチでの改善を目指していく。 
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ビジョン:炭素耕作によるカーボンネガティブ社会の実現

■ターゲット

ターゲット4
炭素耕作で生成する温室効果ガ
ス削減と廃棄物処理技術の確立

ターゲット2
炭素耕作による

材料開発技術の確立

ターゲット1
炭素耕作型農林業の確立

ターゲット3
炭素耕作による

燃料生産技術の確立
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受容する社会の実現

カーボンネガティブの限界に挑戦する炭素耕作拠点

課題1:持続可能な炭素
耕作技術の開発

• 目標2（3年目）
木質系バイオマス新種の効率的
育種技術の開発

• 目標3（5年目）
海洋藻類のCO2固定量の２倍以
上向上

• PoC目標
設定したバイオマス生産効率の試
験区、ラボスケール実証

• 課題目標
実証地域・パイロットプラントの基
本設計の完了、コスト構造の明確
化

課題2:素耕作による材
料開発技術の開発

• 目標7（3年目）
ターゲットバイオマス全構成成分の
うち50%以上の利用システムのラ
ボレベル実証

• 目標8（5年目）
ターゲットバイオマス全構成成分の
うち70%以上の利用システムのラ
ボレベル実証

• 目標9（PoC目標、6年目）
単位面積当たりの年間収益 約
3,000万円/ha以上の試験区で
の実証

• 目標10（課題目標、8年目）
単位面積当たりの年間収益の
実証地域での実証

課題3:炭素耕作による
燃料生産技術の開発

• 目標11（3年目)
技術融合による高効率バイオマス
変換複合システムの設定

• 目標12（6年目）
液体燃料及び水素製造の基盤
技術の確立

• 目標3（PoC目標、8年目）
液体燃料コスト（120円/L）に
必要なバイオマス変換プロセスの
技術実証

• 目標14（課題目標、10年目）
水素コスト（20円/Nm3）に必
要なバイオマス変換プロセスの技
術実証

課題4:炭素耕作で生成
する温室効果ガス削減と
廃棄物処理技術の開発

• 目標16（4年目）
メタン発酵残渣と炭化物の利用と
水管理の融合による水田からのメ
タン排出削減技術及び微生物タ
ンパク質のバイオプロセス開発

• 目標17（PoC目標、6年目）
メタン発酵及びメタン排出削減の
鍵となる活性の高い微生物を5種
以上同定、窒素・リン吸着剤を2
種類以上開発

• 目標18（課題目標、8年目）
地域内の地産地消を達成可能な、
メタン収量300 N-m3/t-
Volatile Solids達成、微生物タ
ンパク質産生能力0.1 g-タンパク
質/L/day達成

課題5:社会的受容性の
評価手法開発

• 目標19（1年目)
各開発要素の社会受容性の分
析と新しい価値指標の設計

• 目標20（5年目）
CTの活用による価値マネジメント
技術開発

• 目標21（PoC目標、年目）
アジアにおける社会受容性の分析
と価値指標の共有、連携モデルの
提案

• 目標22（課題目標、8年目）
複数の製品の生産、流通や資源
回収等をモデルとしたマネジメント
体系の確立と一部社会実装

■研究開発課題
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